
（１）平成30年６月修正

○関係法令の改正を踏まえた修正

□迅速な救助の実施（災害救助法）

・救助実施市による救助と都道府県による連絡調整の実施［P70］（P75）
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沖縄県地域防災計画修正（令和３年６月）概要

中央防災会議 防災基本計画の修正（平成30年６月、令和元年５月、令和２年５月）

前回修正（平成30年３月）以降、現在までに通知された国方針の反映１国方針の反映

○平成30年７月豪雨を踏まえた水害・土砂災害からの避難対策に関する修正

□「自らの命は自らが守る」意識の徹底や、地域の災害リスクととるべき避難行動等の周知［P44］（P58）

□住民の避難行動等を支援する防災情報の提供（５段階の警戒レベルでの防災情報の提供）［P49］（P61）

□応急対策職員派遣制度の充実［P65］（P72）

（２）令和元年５月修正

※括弧書きページは、［ ］が新旧対照表、（ ）が溶け込み版のページ
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○主に令和元年東日本台風に係る検証を踏まえた修正

□災害リスクととるべき行動の理解促進

・ハザードマップ等の配布・回覧時に居住地域の災害リスクやとるべき行動等を周知[P48]（P60）

・避難に関する情報の意味（安全な場所にいる人まで避難場所に行く必要がない等）の理解促進［P48］（P60）

・豪雨時等の事業者によるテレワーク、時差出勤、計画的休業等の適切な外出抑制の実施［P55］（P65）

○主に令和元年房総半島台風に係る検証を踏まえた修正

□長期停電への対応強化

・病院等重要施設の非常用電源確保の推進［P72、関連P71］（P76）

・重要施設の非常用電源設置状況等のリスト化等、電源車等の配備調整の円滑化［P72］（P76）

○その他最近の施策の進展等を踏まえた修正

□避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策の平時からの検討、実施 ［P73］（P76）

□災害時外国人支援情報コーディネーターの育成［P81］（P82）

（３）令和２年５月修正

※括弧書きページは、［ ］が新旧対照表、（ ）が溶け込み版のページ



(1) 「地震・津波編」、「風水害等編」のそれぞれに重複

記載されている箇所（一部異なる表現で記載されてい

るもの、一方に不足するもの含む）について、新たに創

設する「共通編」に整理・統合することで、記載内容の

整合及び重複の解消を図る。

２共通編の創設及び構成の整理

(2) 災害の種類にかかわらず必要な事項が、どちらか一方に
しか記載されていない項目があることから、 「共通編」に整
理・統合することで、両災害に関わる内容として再編する。
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「地震・津波編」、「風水害等編」それぞれの災害予防対策はほとんど重複していることから、「共通編」を創
設し、整理・統合する

(例) 上記①の「危険物」に関する項目について、全

体の記載内容は類似するが、「風水害編等」に記

載されている「危険物運搬車両に対する指導」が

「地震・津波編」には記載されていない。

地震・津波編 風水害等編

①危険物
危険物施設等の対
策

危険物等災害予防計
画

②災害ボ
ランティア

災害ボランティアの
活動環境の整備

災害ボランティア計画

③建築物 建築物の対策
建築物等災害予防計
画

地震・津波編 風水害等編

①消防職員 消防職員等の増員 －

②企業防災 企業防災の促進 －

③観光客等
観光客・旅行者・外国
人等の安全確保

－

④文化財 － 文化財災害予防計画

⑤災害対策
基金

－ 災害対策基金計画

⑥不発弾 －
不発弾等災害予防計
画
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【 構 成 】

修正前 修正後

基 本 編第１編

第１章 総 則

第２章 基本方針

第２編 地震・津波編

第１章 災害予防計画

第２章 災害応急計画

第３章 災害復旧・復興計画

第４章 南海トラフ地震防災対策推進計画

第３編 風 水 害 等 編

第１章 災害予防計画

第２章 災害応急計画

第３章 災害復旧・復興計画

編末図表

巻 末 図 表

資 料 編

共 通 編第１編

第１章 総 則

第２章 基本方針

第３章 災害予防計画

第２編 地震・津波編

第１章 災害応急計画

第２章 災害復旧・復興計画

第３章 南海トラフ地震防災対策推進計画

第３編 風 水 害 等 編

第１章 災害応急計画

第２章 災害復旧・復興計画

編末図表

巻 末 図 表

資 料 編



３庁内各部局及び防災関係機関の意見の反映
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１ 庁内各部局から出た修正意見の例

知事公室： 「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」の令和元年５月変更による修正

子ども生活福祉部： 福祉専門職等からなる「沖縄県災害派遣福祉チーム」（ＤＷＡＴおきな
わ）の発足（Ｈ31.３）による追加

保健医療部： 「沖縄県ＤＰＡＴ活動マニュアル」の改訂による修正

農林水産部： 緊急輸送漁港の修正

土木建築部： 国交省の取組である、 「道の駅」の広域的な防災拠点機能としての位置づ
けの追加

沖縄電力： 防災基本計画に示されている電気施設・通信施設の災害予防についての追加

那覇産業保安監督事務所： 都市ガス関連へのコミュニティーガスの追加

沖縄気象台： 各事項において、気象庁で使用している標準的な記載例への修正

沖縄県警察： 行方不明者の捜索、遺体処理等に関する記載の全般的な修正

２ 防災関係各機関から出た修正意見の例


